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＜パートナーシップ＞
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前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

・「三側面」、「前期のSDGsに関する重点的な取組み」と「前期の指標」には、前回登録申請した際に記載した「三側面」、「SDGsに関する重点的な取組み」と「指
標」をそのまま転記してください。
・「取組みの進捗状況」には、取組みの実施状況や指標の達成状況を記載してください。指標が未達成の場合は、その理由等も記載してください。
・「前期の指標に対する実績」には、「前期の指標（数値目標）」に対する実績を数値を用いて記載してください。

環境
多様な人材が十分に活躍できる環境を目指し、重機操縦
者と営業職を増やす。

３年内にそれぞれ1名以上増やす。2030
年までに それぞれ更に 1名以上増やす。

社会

経済

取組みの進捗状況（実施状況や指標の達成状況など） 前期の指標に対する実績

2023年は職種は異なるが4名採用し、3名が定着した。
社内教育をして適正職場へ配属を検討している。また、女
性職員のリーダー格登用や、総務員の”営業事務”への配
転による営業力強化を実施し、目標を達成できた。

2023年　4名採用。

（分野に☑）
三側面

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

（分野に☑）

環境

新たな固形燃料製造技術の開発とこれを使ったシステム
を開発する。

３年内に新たな固形燃料製造技術開発達
成。2030年までにシステムを開発する。

社会

経済

取組みの進捗状況（実施状況や指標の達成状況など） 前期の指標に対する実績

CO2削減を目的に、「木屑含有量20～40％としてASF-
T（RPF）試作依頼」があり実施し、依頼元にて現在使用試
験中であり、目標を達成できた。

2023年　木屑リッチな固形燃料製造技術
開発。

環境
廃棄物を使った安価かつ信頼できるエネルギーサービス
への普遍的アクセスを確保する。

３年内に２拠点でのＲＰＦ生産量230ｔ/月
達成。2030年までに304ｔ/月達成。

社会

経済

取組みの進捗状況（実施状況や指標の達成状況など） 前期の指標に対する実績

宇城支店に破砕機（SC75）を設置し、宇城支店でも
ASF-T（RPF）製造が出来る様に届出・運用をし、2023
年12月から宇城支店でのASF-T製造を開始し、新規顧
客契約を締結したが、排出元からの軟質フィルムの収集
量低減と人吉豪雨対応で製造機会を失ったため、目標を
達成できなかった。

2023年　平均165ｔ/月生産。

・「SDGsに関する重点的な取組み」には環境・社会・経済の三側面の全てについて、重点的な取組みを記載してください。なお、取組みが複数の分野に該当す
る場合は、それぞれの分野にチェックを入れてください。
・「指標（更新時に向けた数値目標）」には、それぞれの取組みに対する「目指す姿」の実現を念頭に、それを評価するための指標と、現状の数値および更新時（3
年後）の数値目標を記載してください。（例：採用の人数：2023年○人→2026年○人）更新時には実績を報告する必要があります。

ステークホルダー（従業員、企業（廃棄物排出元、処理業者）、地域 、行政 など） と法等を順守しつつお互いの利益
が最大となるよう情報交換を密に行っていく。

・「パートナーシップ」には、企業やNPO法人、行政など関係機関との連携を記載してください。

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標に係るこれまでの進捗状況＞
三側面

前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標
（分野に☑）

環境
新たな固形燃料製造技術の開発とこれを使ったシステム
を開発する。

・新たな固形燃料製造技術とシステム開発
2026年までに開発達成

社会

経済

環境
多様な人材が十分に活躍できる環境作りを行って、雇用
を確保する。

・新規採用人数
2026年までに3名以上

社会

経済

三側面
SDGsに関する重点的な取組み

指標
（更新時に向けた数値目標）（分野に☑）

環境

廃棄物を使った安価かつ信頼できるエネルギーサービス
への普遍的アクセスを確保する。また、官民一体となった
ＣＯ２削減システムを検討する。

・RPF生産量
2023年165ｔ/月→2026年230ｔ/月
・廃木材の地産地消
2026年までに実施
・官民でのCO2削減システム
2026年までに検討開始

社会

経済

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標＞

更新 事業者名 株式会社津田

＜2030年のSDGs達成に向けた経営方針と目指す姿＞

当社は経営理念である「環境との調和を目指して」に基づき行動し、全てのステークホルダーの満足度や利益が最
大化される様に事業を推進すると共に、地域社会の発展に貢献する。
この考え方は持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）と同じ方向を目指すものであり、社員ひとりひとりが誠実に事業活動
に取り組むことにより、ＳＤＧｓの達成に貢献していく。


